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フランスにおいて，伝統的に，議決権は社員の本質的な特権（attribut
 
essentiel）の１つとみなされてきた?。裁判所も議決権の本質的な特性（car-
acte?re）についてたびたび述べている。1932年４月７日判決?において，破毀
院は，「株主総会における議決権は，株式の本質的な権利の１つである；その
行使がある措置に従って定款により規制されうる場合，いかなる場合にも奪
われることはできない」と判示した。また，1941年６月23日判決?において
も，「議決（de?libe?ration）への株主の出席と投票は，株主の本質的な権利で
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１ Yves Guyon,Droit des affaires,Tome 1,12?e?d.,2003,p.316,n?307;Michel Germain,
Le droit de vote,LPA, 4 mai 2001,p.8.
２ Cass.civ.,7 avr.1932,DP 1933,1,p.153,note P.Cordonnier.
３ Cass.req.,23 juin 1941,Journ. socie?te?s 1943,p.209,note R.D.
ある」と述べ，本判決では総会への出席についても言及している。
従来，議決権は社員の権利であって義務ではないとされてきた?。議決権を
行使するかしないかは社員の自由であるため，社員は議決権の行使をしばし
ば怠るようになった。というのも，多くの場合，社員は，何よりもまず行っ
た投資から金銭的な利益を期待する貯蓄家であるからである。社員が会社の
経営から遠ざかることにより，議決権と経済的な権利（droit financier）がし
だいに切り離された?。また，企業の集中と再構築の強い動きも，株式の一時
保有契約（convention de portage），用益契約，消費貸借契約，賃貸借契約
などの利用を促し，このことも議決権と経済的な権利の分離が進んだ一因と
なった?。このような状況を背景として，1978年７月13日法により議決権なき
優先配当株式制度が導入され（1966年７月24日法（以下1966年法という）
177-１条・269-１条以下)?，1983年１月３日法により議決権証書と投資証書の
分離が可能となり（1966年法283-１条以下)?，これらの制度は，議決権と経済
的な権利の分離という現状を法的に認めた現れであるとされている。
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４ 近年，株主の属性に応じて，株主に議決権の行使を義務づける動きも見られ（Suzel
 
Castagne,《Vote》en faveur du droit de vote,Dr.socie?te?s,2000,Chron.21,p.9,n?35），
すでに立法化されているものもある。たとえば，ポートフォリオ管理会社（Socie?te? de
 
gestion de portefeuille）は，通常総会において，当該会社が経営する有価証券共同投資
機関（Organismes de placement collectif en valeurs mobilie?res:OPCVM）の保有す
る株式の議決権を行使する義務が課されており，議決権を行使しなかった場合にはその
理由を説明しなければならない（金融および財政法典（code mone?taire et financier）
533-22条）（Nicolas Cuzacq,Le vote des gestionnaires d’OPCVM,Rev.soc.,2006,p.
491）。
５ G.Blanc,JCP, 1999,II,10168,note sous Cass.com.,9 fe?vr.1999.
６ Jean-Jacques Daigre, Le Droit de vote est-il encore un attribut essentiel de
 
l’associe??,JCP E, 1996,I,575,p.318.
７ 議決権なき優先配当株式については，「フランスの「企業の資金調達に向けての貯蓄振
興法」について」『証券』31巻362号（1979年）52頁，鳥山恭一「フランス株式会社法に
おける資本多数決原則の形成と展開」『早稲田法学』59巻１・２・３合併号（1984年）186
頁を参照。
８ 議決権証書と投資証書については，鳥山恭一，前掲論文（注７）194頁，山田泰彦「株
式の分解とその有価證券化―フランス改正会社法（1983年１月３日の法律）により創設
された投資証券と議決権証券」『商事法務』1019号（1984年）21頁を参照。
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一方，学説上，社員概念の要件として，会社取引への「参加権（droit  d’
intervention）」を「議決権」の代わりに用いるべきであると主張する見解が
現れた?。この見解によれば，社員の「参加権」とは，会社の指揮者に報告
（compte）を要求し，会社の目標（objectif）の決定に貢献する権利であると
する。さらに，議決権はもはや社員の本質的な特権ではないという見解もあ
る??。
以上のように，1978年７月13日法以降，議決権を神聖視しない動きがある
一方??，議決権なき優先配当株式および投資証書制度が失敗したのは，社員が
会社の経営に参加する権利を重要な要素とみなしていることの最良の証拠で
あるとも言われている??。
社員の議決権の意義が改めて問われるなかで，裁判上，定款に定めること
により社員の議決権を奪うことが認められるかどうかが争われた事案が近年
多く見られるようになった。なかでも，会社の機関および運営上の契約の自
由を特徴とする簡易株式組織会社（Socie?te?par actions simplifie?e（以下 SAS
という））において，契約の自由と公序??のどちらが優先するかについて裁判
所が判断した事案は重要である。
本論文では，まず，社員の議決権に関する裁判所の立場を明らかにするた
めに，近時の重要な判例を取り上げる（Ⅱ）。次に，SASにおいて社員の議決
権の剝奪が問題になると思われるケースについて，2007年10月23日破毀院判
決を素材として，定款による議決権の剝奪の可否を検討する（Ⅲ）。
９ Alain Viandier,La notion d’associe?,1978,p.168,n?173.Viandier教授によれば，社
員概念のもう１つの要件は「出資」であるとする。
10 Daigre,supra note n?6,p.318.
11 Philippe Merle,Droit commercial, Socie?te?s commerciales, 12?e?d.,2008,n?306.
12 Castagne,supra note n?4,p.9,n?33.
13 日本の公序良俗とは異なり，フランスの公序規定は日本の強行規定にあたる（大村敦
志『フランス民法』（信山社，2010年）171頁）。
フランスにおける公序について，山口俊夫「現代フランスにおける『公序（ordre public）』
概念の一?察」国家学会百年記念『国家と市民 第３巻』（有斐閣，1987年），後藤巻則
「フランス法における公序良俗論とわが国への示唆」『法律時報』65巻２号（1993年２月）
80頁を参照。
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? 近時の判例
１ 1994年１月４日破毀院判決（De Gaste事件)??
本判決では，民事会社において，持分の用益権者と虚有権者の間の議決権
の分配（de?membrement）について定款に定めた場合に，虚有権者の議決権
を奪うことができるかどうかが争われた事案は以下のとおりである。
Ａ民事会社はＸ夫婦が設立した森林管理団体（groupement forestier）であ
り，夫が業務執行者である。Ｘ夫妻は持分の用益権を保有したまま，当該持
分の虚有権を子供たち（Ｙら）に付与することにした。その際，用益権者（Ｘ
夫妻）のみが総会（非常総会および定款を変更する総会を含む。また決議事
項の性質を問わない）に参加し，投票する権利を有すること，また用益権者
（Ｘ夫妻）が虚有権者（Ｙら）を代理することを定款に定めた（本件定款条
項)??。そこで，Ｙらは本件定款条項の無効を求めて提訴した。
Caen控訴院は，民法典1844条４項を根拠に本件定款条項は有効であると
し，Ｙらの請求を却下した。これに対して，破毀院は，民法典1844条４項に
より同条３項の適用を除外し，定款に別段の定めを置くことができるとして
も，同条１項が規定するところの社員である虚有権者の合議による決議に参
加する権利についてはいかなる別段の定めも認められないとして，控訴院判
決を破毀した。
用益権者と虚有権者の間の議決権の分配については，民法典に定められて
いる。民法典1844条３項は，用益権者が利益の分配に関する決議について議
決権を有し，その他の決議事項については虚有権者が議決権を有すると定め
ているが??，同条４項は，定款に別段の定めを置くことを認めている。
14 Cass.com.,4 janv.1994,Bull. civ., IV,n?10.
15 用益権者が虚有権者を代理すると定款に定めたことについて，同一の定款条項により
用益権者にすべての議決権を付与したことと矛盾するという指摘がなされている（RTD
 
civ., 1994,p,645,note F.Ze?nati）。
16 株式会社の場合，通常総会においては用益権者が議決権を有し，非常総会においては
虚有権者が議決権を有する（225-110条）。
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本判決において，破毀院は，民法典1844条４項により，定款をもって虚有
権者からすべての決議事項について「議決権」を奪うことはできるが，社員
である虚有権者から??，「合議による決議に参加する権利」を奪うことはでき
ないと判示した。すなわち，破毀院は，議決権について用益権者と虚有権者
の間で調整することは可能であるが，「すべての社員は合議による決議に参加
する権利を有する」と定めている民法典1844条１項に従って，「合議による決
議に参加する権利」はすべての社員に付与されなければならず，定款をもっ
てしても後者の権利を虚有権者から奪うことは認められないことを明らかに
した。学説上も，本判決と同様，民法典1844条４項により同条３項の適用を
除外することはできるが，同条４項は用益権者と虚有権者の間の議決権の単
なる調整を認めているにすぎず，虚有権者から「合議による決議に参加する
権利」を奪うことまでは認めていないとする見解がある??。しかし，このよう
に「決議に参加する権利」を「議決権」から区別することについて??，反対す
る学説も多い??。
実際，投票はできないものの，総会には出席するという状況を想像するこ
とは困難である。確かに，社員は，審議の予定がある総会に招集され，質問
をし，情報を得る（s’informer）ことはできるが，審議の結果行われる投票時
に，投票用紙などにより自分の意見を表明することは断念しなければならな
いという状況を想定することは不可能ではない。しかし，「合議による決議に
参加する権利」は「議決権」に付随する権利であり，両者は異なる権利では
17 本判決の意義として，破毀院が，社員の資格を有するのは用益権者ではなく虚有権者
であると判示したことも挙げられる。虚有権者が社員であることは，学説の多数説とも
一致している（Viandier,supra note n?9,p.247,n?253）。
18 Bull.Joly,1994,p.251,hote J.-J.Daigre.公序である民法典1844条１項に反すること
はできないからである。
19 ?合議による決議に参加する権利」を「議決権」から明確に区別したのは，本判決が初
めてであるとされている（A.Reinhard,RTD com.,1999,p.902,obs sous Cass.com.,
9 fe?vr.1999）。
20 本判決に賛成するものとして，Rev. soc., 1994, p.278, note M. Lece?ne-Mare?naud;
JCP E,1994,I,363,n?4,obs.A.Viandier et J.-J.Caussain;Daigre,supra note n?18,
p.249がある。また，反対するものとして，Defre?nois,1994,art.35786,n?2,note P. Le
 
Cannu;Dr. socie?te?s, 1994,n?45,note T.Bonneauがある。
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ない??。したがって，社員から「議決権」を奪うということは，他人とともに
決定する権利，すなわち「合議による決議に参加する権利」を奪うことと同
じことである??。
本判決は，もとより，用益権者と虚有権者の間の議決権の分配に関するも
のであるが，破毀院が社員の議決権の性質について判示するために，民法典
1844条１項を根拠条文としたことに本判決の意義があるとされている??。
２ 1999年２月９日破毀院判決（Cha?teau d’Yquem事件)??
本判決は，議決権が社員の本質的な特権であることが改めて確認された重
要な判決である。事案は以下のとおりである。
Cha?teau d’Yquem株式合資会社（Ｘ社）は，領地の開発を行うために1992
年に設立された。Ｘ社においては，資本の３％を保有し，かつ唯一の無限責
任社員であるＡが，資本の52％を保有するＡの兄弟であるＢの承認を受けて，
業務執行者の地位に就いていた。なお，Ｘ社には他に43人の有限責任社員が
いる。
1992年１月25日にＸ社の創立総会が開催され??，そこで定款が採択された。
本件で問題となっているのは定款の26条（本件定款条項）であり，次のよう
に規定されている。会社と業務執行者の１人または業務監査役会構成員の１
人との間の，直接，間接，または人を介したあらゆる契約は，業務監査役会
の事前の授権および総会の承認を受けなければならない（１項）。会社と無限
責任社員の１人との間の，直接，間接，または人を介した契約についても同
様である（２項）。また，業務執行者の１人，無限責任社員の１人または業務
監査役会構成員の１人，その配偶者，卑属または尊属が，直接もしくは間接
21 Le Cannu,supra note n?20,p.558.
22 Q.Urban,Banque et droit, 2007,n?116,p.68,note sous Cass.com.,23 oct.2007.
23 J.-C.Hallouin,D., 2000,p.232,note sous Cass.com.,9 fe?vr.1999.
24 Cass.com.,9 fe?vr.1999,Bull. civ., IV,n?44.
25 総会の議題は，第一号議題：引受けと払込みの確認，第二号議題：定款の採択，機関
の選任，第三号議題：設立中の会社のために行う行為について付与された権限，第四号
議題：権限（pouvoir），である。第一号議題，第二号議題および第三号議題は株式引受
人の全員一致により可決されている（第四号議題については不明）。
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に，または人を介して，他の企業の所有者，無限責任社員，業務執行者，取
締役，業務執行役員または業務執行役員会もしくは業務監査役会の構成員で
あるとき，会社と当該企業との間の契約についても同様である（３項）。
創立総会では，Ｘ社とＡが業務執行者である Cha?teau d’Yquem民事会社
（Ｄ社）との間で締結された契約の署名を承認する決議も可決された（決議
①）。当該契約は，Ｄ社が賃貸人となる農業上の賃貸借（bail rural），Ｘ社に
よるＤ社の在庫商品の大部分の購入（主な条件は決定済み），Ｘ社によるＤ社
の営業用設備（mate?riel d’exploitation）の購入，Ｘ社によるＤ社のほぼすべ
ての労働契約の引継ぎ，Ｘ社とＤ社間の交互計算により，現金資産（tre?sorer-
ie）および貸付けと借入れ（prets/emprunts）を集中させる管理契約（contrat
 
de gestion）に関するものである。
その後，1994年５月28日のＸ社の総会において，在庫，営業用設備および
労働契約の引継ぎについてＤ社との間で締結された契約を承認した（決議②)??。
Ｘ社の34人の有限責任社員（Ｙら）は，Ａが決議①の投票に参加したこと
により，また，Ａの息子であるＣが，Ｘ社の社員として個人名（son nom
 
personnel）で，かつ叔父であるＢの受任者として決議②の投票に参加したこ
とにより，本件定款条項に違反したとして，決議①および②の無効を求めて
提訴した。
Bordeaux商事裁判所は，1995年11月24日判決により，決議①の無効を言
い渡す理由はないとして却下し，決議②については無効とした。
決議①について，商事裁判所は，決議①はＸ社とＤ社との間の契約の署名
に関するものであり，２つの会社の業務執行者を兼任しているＡは，1966年
26 決議②について，議事録には，「1966年法258条所定の契約に関する会計監査役の特別
報告書の説明（lecture）を聞いた後，総会は，Ｄ社との間で締結された契約を承認し
た，すなわち，小作地の適用を受ける（soumis au statut de fermage）農業上の賃貸
借，ワインの在庫の購入およびワインの熟成の委任の契約，営業用設備の購入契約，労
働契約の移転，ワインの在庫について共通の（commune）保険証券の署名
（souscription），管理費の請求書の再作成（refacturation）である。この決議は6879票の
賛成票により承認され，2110票が反対票であった。利害関係のある業務執行者および業
務監査役会構成員は決議に参加せず，定足数および多数決に算入されなかった」と記載
されている。
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法103条の適用を受けるため，決議に参加してはならなかったが，このことに
より会社に不正規（irre?gularite?）の損害が生じたことの証拠をＹらが提出し
なかったとして，決議①の無効を認めなかった。
一方，決議②について，定款の作成者が望んだのは，1966年法258条よりも
規制の範囲を拡大した定めを定款に置くことであり，したがって，Ｃは，個
人名でも，Ｂの受任者としても，決議に参加してはならなかったとして，決
議②を無効とした。
これに対し，Ｘ社が控訴した。決議②について，Ｘ社は，1966年法103条所
定の「利害関係者」に当たる可能性がある者は，株式合資会社においては，
同法258条所定の業務執行者および業務監査役会構成員であり，定款は同法
103条による投票の禁止を他の株主に拡大することはできず，したがって，Ｂ
とＣは業務執行者でも業務監査役会構成員でもないため，被規制契約におけ
る「利害関係者」に該当せず，議決権を剝奪される可能性のある指揮者では
ないと主張している??。他方，Ｙらは，同法103条を根拠に決議①の無効を請
求し，決議②の無効を言い渡した商事裁判所判決の維持を求めた??。
Bordeaux控訴院は，1996年６月５日判決により??，決議①の無効の請求を
27 Ｘ社は，決議①の無効を却下した商事裁判所の理由にも異議を唱えた。すなわち，1992
年１月25日に開催された総会は，1966年法所定の株主総会ではなく，会社の設立前に発
起人間で準備された情報と協議の手続の一環である。したがって，本件定款条項も，こ
のような総会について規定していない1966年法103条も適用されない。本件総会は，比較
的多数である発起人の数および会議体の必要性にかんがみて開催されただけである。し
たがって，1966年法103条に定められた投票の禁止は適用されないと主張する。
28 決議①について，Ｙらは，Ｘ社およびＤ社の業務執行者であるＡによりなされた権限
の濫用は，少数派社員の利益に反した契約の履行を禁じるために，少数派社員により導
入された規制に重大な影響をもたらし，社員の２つのグループ間で不和が生じ，この不
和は，会社生活にとって明らかに損害をもたらしたとして，無効を請求した。
このようなＹらの主張に対し，Ｘ社は，決議①は発起人の全員一致により決議された
ことから，アフェクティオ・ソキエタティスの欠如の理由を説明することができるのは，
一部の少数派が関与した（engage?）規制の増加ではなく，当該規制全体が少数派の混乱
の原因となったと再反論した。
29 CA Bordeaux,5 juin 1996,RJ com., 1999,p.269.
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却下し??，決議②を無効とした。
決議②について，控訴院は，ＣはＢから事前に代理権を付与され，決議②
に投票しているが，本件定款条項の３項により，1966年法258条による投票の
禁止が業務執行者，無限責任社員，業務監査役会構成員の配偶者，卑属およ
び尊属に拡大されているため，Ｘ社の無限責任社員かつＤ社の業務執行者で
あるＡの息子であるＣは，社員としても，他の社員の受任者としても，決議
に参加することはできないと判示した。
また，Ｘ社の控訴理由の前半について，控訴院は，民法典1844条１項が適
用されることにより，すべての社員が合議による決議に参加する権利を有し
ているところ，民法典1834条は，「会社の形態または目的を?慮して，法によ
り別段の定めが置かれていない場合」に限り，一般原則をすべての会社に適
用することができるとしたうえで，1966年法103条はまさに商事会社に関する
別段の定めを置いており，本件定款条項は1966年法103条の単純な適用である
と述べている。また，控訴理由の後半について，1966年法258条２項は株式合
資会社への同法101条３項の単純な適用であるとしている??。
30 決議①の無効請求の却下理由は次のとおりである。
貯蓄吸収公募を行わなかった場合，創立総会に関する1966年法79条は適用されないが，
株式引受人の総会が招集された以上，法定の要件を満たす必要がある。Ｘ社とＤ社との
間で締結された農業上の賃貸借（bail rural），営業用設備の購入，労働契約の引継ぎ，
および集中管理の契約は，同法101条１項所定の要件に該当しており，取締役会の事前の
授権を受けなければならず，かつ，利害関係者である指揮者が授権に関する決議に加わ
ることを禁じている同法103条が適用される，会社と取締役または業務執行役員の１人と
の間で締結された契約である。発起人は，同法101条を準用する同法258条の文言を繰り
返している定款を採択したことにより，その意思を表明した。授権は1966年法または定
款所定の要件においてのみ付与することができるところ，本件における授権は不正規で
ある。同法105条は，取締役会の事前の授権なく締結された同法101条所定の契約は，当
該契約が会社に対して損害をもたらしたときには，無効とすることができると規定して
いる。Ｙらは，Ｘ社とＤ社の業務執行者であるＡが，不正規に授権された契約に署名し，
当該契約を履行し，Ａが権限を濫用したことにより，少数派社員の利益に反した契約の
履行を禁じるために少数派社員により導入された規制に重大な影響，すなわち社員の２
つのグループ間の不和をもたらしたと主張する。しかし，Ｙらは，この不和が会社生活
に対して損害をもたらしたことを立証しておらず，決議②の無効請求は却下される。
31 Ｘ社は，さらに，本件定款条項の１項および２項と３項を区別し，３項の文言によれ
ば，配偶者，卑属および尊属は，姻戚関係（allie?e?）または親戚関係にある（apparente?）
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そこでＸ社が上告し，Ｙらも付帯の破毀申立て（pouvoir incident）をした??。
破毀院は，民法典1844条１項および２項にかんがみて，すべての社員は合
議による決議に参加する権利を有していること，および定款はこの規定に違
反することはできないことから，法により規定されていない議決権の剝奪を
一部の社員に関して定める定款を適用したことにより，控訴院は民法典1844
条１項および２項に違反したとして，決議②を無効とした控訴院判決を破毀
した??。
業務執行者，業務監査役会構成員，または無限責任社員への規制の適用を可能にするた
めにのみ，他の企業における地位が?慮されていること，一方，本件定款条項１項およ
び２項においては，配偶者，卑属および尊属という文言がないことから，会社と直接契
約する業務執行者，業務監査役会，または無限責任社員の配偶者，卑属および尊属には
規制が適用されないことになり，会社と他の企業との間において契約がなされる場合に
のみ規制を適用することは非論理的であると主張する。
これに対して，控訴院は，ある会社と他の企業との間の契約の承認決議における投票
の禁止は，総会により承認された本件定款条項３項の動機がどのようなものであろうと，
業務執行者，無限責任社員または業務監査役会の構成員の配偶者，卑属または尊属が，直接
もしくは間接，または人を介して，企業の所有者，無限責任社員，業務執行者，取締役，
業務執行役員，業務執行役員会または業務監査役会の構成員である以上，業務執行者，
無限責任社員または業務監査役会構成員の配偶者，卑属または尊属に拡大されるとした。
32 Ｙらは，決議①の無効請求が却下されたことに対して，付帯の破毀申立てをした。す
なわち，Ｄ社の業務執行者でもあるＸ社の業務執行者Ａが権限を濫用したことにより，
Ｄ社が所有していた Cha?teau d’Yquemを賃借すること，ワインの在庫と営業用設備を
購入すること，および労働契約の大部分を引き継ぐことができ，社員間の対立の原因と
なったとしたうえで，アフェクティオ・ソキエタティスの欠如をこの不和が証明するな
らば，控訴院が調査しなければならず，また調査するように促したのに，控訴院が決議
①の無効を言い渡す理由はないと判示したことに異議を唱えた。
これに対して，破毀院は，決議①の無効を請求する社員は，社員間の不和の証拠を挙
げることなく，そこから結論を導きだすこともなく，また被った損害を明らかにするこ
ともなく，不和とアフェクティオ・ソキエタティスの欠如を持ち出すにとどまったため，
控訴院は調査を行わなかったのであるから，破毀申立ての理由は根拠がないとして，破
毀申立てを却下した。
33 株式の共有という状況がまったく生じていないにもかかわらず，民法典1844条２項を
根拠条文としたことに疑問を呈する見解がある（Bull. Joly, 1999, p.569, note J.-J.
Daigre;RJ com.,1999,p.279,n?12,note J.-P.Dom;Dr. socie?te?s,1999,n°.67,p.9,note
 
T.Bonneau）。これに対して，1844条２項を根拠条文としたのは，本判決を株式の共有
の場合にも適用することを示すためであると指摘する見解がある（D.,2000,somm.231,
obs.J.-C.Hallouin,p.232）。
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破毀院は，本判決において，「すべての社員は合議による決議に参加し，投
票する権利を有しており，定款はこの規定に反することはできない」ことを
再び判示し，民法典1844条を根拠として，定款をもってしても社員から議決
権を奪うことはできないという重要な原則を再確認した??。
株式合資会社に適用される1966年法258条は，１項において，101条から106
条の規定は??，会社の業務執行者の１人または業務監査役会構成員の１人と
当該会社との間において直接にまたは人を介してなされる契約に適用される
としている??。また２項は，101条から106条の規定は，会社の業務執行者の１
人または業務監査役構成員の１人が他の企業の所有者，無限責任社員，業務
執行者，取締役，業務執行役員，業務執行役員会もしくは業務監査役会の構
成員であるときは，会社と他の企業との間においてなされた契約にも適用さ
れるとする。
1966年法258条は，当事者の個性（personnalite?）を?慮して，契約に関す
る規制の範囲を定めているだけである。同法258条により，直接，社員から議
決権を奪うわけではない（同様に，本件定款条項も議決権を直接社員から奪
う規定ではない）。1966年法258条が株式会社に関する101条から106条を準用
しているため，利害関係者が決議から除外されるという効果がもたらされる
のである。すなわち，同法103条１項は，取締役会（株式合資会社の場合は業
務監査役会）における決議に関して，利害関係者である取締役または業務執
行役員は??，必要な授権に関する決議に参加することはできないとする。ま
34 JCP E, 1999,n?16,p.726,note Y.Guyon.
本判決の結論に賛成する学説が多数を占めるなかで，契約の自由を優先させるべきで
あると主張する見解がある。この見解によれば，取引に必要な自由は議決権の行使の制
限を正当化し，また，経済的な権利の範囲は当事者の契約により決定されることから，
同様の契約により議決権を調整することを妨げる障害はないとする（Defre?nois, 1999,
art.36991,p.628,obs.H.Hovasse）。
35 本事案に関係があるのは103条である。
36 1966年法258条に相当する商法典226-10条１項は，2001年５月15日法により改正されて
いる。改正後の条文は，次のとおりである。「225-38条から225-43条の規定は，会社の業
務執行者の１人または業務監査役会構成員の１人，10％を超えて議決権を保有する株主
の１人，または株主が会社である場合（socie?te? actionnaire）に，233-３条の意味にお
いて当該会社を支配する会社と当該会社との間において直接にまたは人を介してなされ
る契約に適用される。同様に，当該規定は，これらの者の１人が間接的に利害関係を有
する契約に適用される」。
37 1966年法103条２項に相当する商法典225-40条１項所定の主体は，2001年５月15日法に
より，単に「利害関係者」と改正されている。
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た，同条４項は，総会における決議に関して，利害関係者は決議に参加する
ことはできず，その者の株式は定足数および多数決に算入されないと規定し
ている。利害関係者が株主である場合，同法103条を準用する同法258条が適
用されることにより，結果的に，当該利害関係者は株主総会において議決権
を行使することができないことになる。
したがって，1966年法258条所定の契約当事者とみなされる者の範囲を法定
外の者に拡大することは，同法103条４項所定の「利害関係者」の範囲の拡大
をもたらすことになる????。本件についてみれば，本件定款条項により，業務
執行者の息子（卑属）も1966年法258条の人的範囲を超えて規制の対象に含ま
れ，よってこの者は同法103条４項所定の利害関係者に該当する結果，総会決
議に参加することができなくなる。
破毀院が認めなかったのはまさにこの点である。すなわち，破毀院は，本
件定款条項を無効としたのではない??。破毀院が強調したのは，法により認め
られていない議決権の剝奪を定款に定めることはできないということである??。
38 本事案において，Ｘ社とＤ社の業務執行者（Ａ）の息子であるＣは，どちらの会社に
おいても業務執行者などの指揮者の地位に就いていない。総会決議の無効を請求するＹ
らは，ＡとＣが親子であることを理由として，Ｃは決議に参加してはならなかったと主
張しているが，裁判所は，Ｘ社とＤ社との間で締結された契約にＣが間接的な利益を有
していること，または，契約が人を介して自己に有利に締結されたことを判断しうるい
かなる事実にも言及していない（JCP, 1999,II,10168,note G.Blanc）。
39 本件定款条項は，「直接もしくは間接に，または人を介して」という文言を加えてお
り，規制の対象となる契約の範囲はさらに拡大することになると思われる。
40 本件定款条項が規定しているのは，あくまでも総会による契約の承認を受けなければ
ならないということのみであり，当該条項から，必然的に，業務執行者の息子が総会決
議に参加できないということにはならない。したがって，総会決議に参加することを認
めるならば，258条所定の人的範囲を定款により拡大することも可能ではないかとする見
解がある（Guyon,supra note n?34,p.725）。しかし，拡大された人的範囲に含まれる者
が多数派株主である場合，当該株主が総会決議に参加し，自分自身のために投票しうる
ことで，承認を受けるべき契約の範囲を定款により拡大した意義が減じられてしまうと
指摘されている（Bonneau,supra note n?33,p.10）。
41 取締役会または業務監査役会における決議（225-40条１項，225-88条１項）に，利害
関係者の配偶者，卑属または尊属が参加することを禁止することができるかという問題
が生じた場合に，本判決が適用されうるかについては明らかではない。というのは，取
締役会および業務監査役会における指揮者の議決権は，社員のみに関係する民法典1844
条から生じるものではないからである。
株式会社の取締役会に関して，225-37条２項は，定款により多数決要件を引き上げな
い限り，決定は出席構成員または代理人の過半数をもって行われると規定するだけで，
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本判決の対象は，前述の1994年１月４日破毀院判決よりも広く，用益権者
および虚有権者を区別せず，すべての社員を対象としている??。また，社員の
合議によって決議されるすべての事項に適用すべきであるとされている??。
一方，本判決が適用される会社の種類については学説が分かれている。本判
決は株式合資会社に関するものであるが，「すべての種類」の会社に本判決を
適用すべきであり，SASにも適用されるとする見解がある一方??，会社の種
類によって適用の可否を検討する見解もある。後者の見解によれば，株式会
社については，株主の議決権が，株式合資会社における社員の議決権に関す
る規定と同一の規定（商法典225-122条（以下，とくに明示のない限り，引用
する条文は商法典の条文である）)により規制される以上，本判決は株式会
社にも適用されるが，契約の自由を特徴とする SASは適用対象外であると
する??。
なお，「合議による決議に参加する権利」と「議決権」の区別については，
本判決の判決理由の中で，破毀院が，「投票する権利（droit de voter）」とい
う文言を民法典1844条の条文に付け加えたことにより，同条１項所定の「合
議による決議に参加する権利」は「投票する権利」も含むことが明らかになっ
たと解されている??。
取締役会における議決権については規定していない。業務監査役会構成員についても同
様である（225-82条２項）。他方，株式合資会社の業務監査役会構成員の議決権について
は，法はまったく言及していない。226-４条は，業務監査役会構成員の任命および任期
についてのみ，取締役会に関する規定を準用している。
42 Dom,supra note n?33,p.278,n?12.
43 Rev. soc., 1999,p.91,n?22,note Le Cannu;Reinhard,supra note n?19,p.903.
44 Hallouin,supra note n?33,p.231
45 Guyon,supra note n?34,p.724
46 D. Affaires, 1999, p.563,obs.M.B.;Dom, supra note n?33,p.278,n?12;Bonneau,
supra note n?33,p.9;Guyon,supra note n?34,p.725;Blanc,supra note n?38.
前述の1994年１月４日破毀院判決後に，「議決権」はもはや株主の本質的な特権ではな
く，「合議による決議に参加する権利」のみが特権であるとの見解を示した Daigre教授
も（Daigre,supra note n?6,p.317），本判決により破毀院は改めて「議決権」が社員の
本質的な特権であることを明確にしたとして，本判決は1994年１月４日判決を見直した
ところに意義があるとし，破毀院の結論に賛成している。同教授は，破毀院が議決権を
参加と投票という２つの側面を有する１つの権利であることを明らかにしたと解し，民
法典1844条にいう「合議による決議に参加する権利」には，審議 (de?lebe?ration）への参
加と投票への参加が含まれているとする（Daigre,supra note n?33,p.570）。
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にもかかわらず，2005年２月22日破毀院判決，ついで2005年７月13日破毀
院判決において，用益権者と虚有権者の間で議決権を分配する場合，破毀院
は「合議による決議に参加する権利」と「投票する権利」を再び区別した。
前者の判決理由の中で，破毀院は，「民法典1844条１項，３項および４項に鑑
みて」，「本件定款条項が虚有権者に対する議決権の制限ではなく，剝奪を規
定していること，および，本件定款条項が1844条１項の強行規定に違反して
いることを?慮し，同条３項に定められた用益権者と虚有権者の間の議決権
の分配の適用を除外するという同条４項により開かれた可能性は，同条１項
の公序の原則の遵守においてのみ実現されることができる」としたうえで，
「用役権を設定した場合，虚有権者の合議による決議に参加するという権利に
反しないという条件のもとに，定款は，議決権は虚有権者に属するという規
定の適用を除外することができる」と判示した??。また破毀院は，後者の判決
理由の中でも，虚有権者から「合議による決議に参加する権利」を奪うこと
はできない旨を述べている??。
47 2005年２月22日判決の事案の概要は次のとおりである。
Ｙとその子供Ｘ1，Ｘ2，Ｘ3，Ｘ4は，ビルの建設を目的とするＡ会社（不動産民事会
社）を設立した。Ａ社の持分については，Ｘ4が10個の持分につき完全所有権を有し，残
りの持分については，Ｙが用益権を有し，Ｘ1，Ｘ2，Ｘ3が虚有権を有している。Ａ社の
定款に，「持分が用役権の対象である場合，議決権は用益権者に属する」と定められてい
たところ（本件定款条項），通常総会において，建設されたビルの売却，および，持分の
完全所有権もしくは用役権の保有者への利益の分配が可決された。そこで，Ｘ1，Ｘ2，
Ｘ3は本件定款条項および総会決議の無効を求めて提訴した。
48 2005年７月13日判決の事案の概要は次のとおりである。
Ｘ1，Ｘ1の息子Ｘ2，Ｘ1の娘婿Ｙ1の３人は，Ｘ3会社（合資会社）を設立した。Ｘ1
は持分の用益権を保有したまま，Ｘ1の持分の半分をＸ2と娘であるＹ1の妻Ｙ2に贈与
分割し（Ｘ2およびＹ2は虚有権者である），「用益権者は，決議の目的を問わず，すべて
の決議について虚有権者を正当に代理する」ことを定款に定めた（本件定款条項）。Ｘ1
は，数回開催された総会（Ｙ1の業務執行者の地位の解任を決定した総会を含む）におい
て，Ｙ2を代理して投票した。そこで，Ｙ夫妻が仲裁裁判所に提訴したところ，仲裁裁判
所は，本件定款条項は虚有権者が求めた場合にのみ用益権者が受任者として虚有権者を
代理することを認めているとして，総会決議の無効を言い渡した。そこで，Ｘ1，Ｘ2お
よびＸ3社が仲裁裁定の無効を求めた。
破毀院は，付帯の破毀申立てに対する理由の中で，「本件定款条項が，民法典1844条４
項により認められた例外の適用により，議決権の行使を用益権者のみに認める場合，同
条１項に規定されているように，本件定款条項は合議による決議に参加する権利を虚有
権者から奪うという結果をもたらすことはできない」と判示した。
― ―106
佐賀大学経済論集 第43巻第６号
注
意
?
行
送
り
調
節
し
て
ま
す
?脚
注
も
?
1999年２月９日破毀院判決とこれら２つの破毀院判決の整合性を?慮して，
「合議による決議に参加する権利」と「投票する権利」を区別することは，株
式に用益権が設定された場合に固有のものであるのか，または一般的な原則
であるのかを検討する必要がある。もし，このような区別が一般的に適用さ
れるとすると，重大な問題を引き起こすおそれがある。たとえば，議決権な
き優先株式が発行された場合，その保有者も決議に参加できるようにしなけ
ればならないため，その者も総会に招集され，発言権を行使して自分の意見
を述べることはできるが，投票することはできないということになる??。
結論としては，株式に用益権が設定されたような限られた場合にのみ，「合
議による決議に参加する権利」と「投票する権利」は区別されることになる。
したがって，社員資格を有する虚有権者は，総会において「決議に参加する
権利」を完全に奪われない??。
その後，後述の SASに関する2007年10月23日破毀院判決において，再度，
「合議による決議に参加する権利」と「投票する権利」は結びつけられた??。
SASにおいても，株式に用役権を設定することは可能である??。用益権者と
虚有権者の間の議決権の分配については，株式会社に関する225-110条が
227-１条３項により適用を除外されるため，民法典1844条３項が適用される
ところ，定款に別段の定めを置くことも可能である（民法典1844条４項）。し
たがって，ここでもまた，虚有権者の ?決議に参加する権利?が問題となる
が，SASにおいても，虚有権者から「決議に参加する権利」を奪うことはで
きないとされている??。
49 Francis Lefebvre,Socie?te?par actions simplifie?e, 4?e?d.,2007,p.247,n?1819.
50 Daigre,supra note n?33,p.571.これに対して，虚有権者を保護するためには，「合議
による決議に参加する権利」を付与するのではなく，別の保護手段があると主張する学
説がある（Le Cannu,supra note n?43,p.559）
51 Rene?e Kaddouch,L’irre?ductible droit de vote de l’associe?,JCP E,2008,n?1549,p.
23,n?12.
52 SASにおける用益権者と虚有権者の間の社員権の分配については，Suzel Castagne,
L’usufruit et la nue-proprie?te?des actions dans la socie?te?par actions simplifie?e,Dr.
socie?te?s, 1996,Chron.6を参照。
53 Pierre-Louis Pe?rin,SAS:La socie?te?par actions simplifie?e,3?e?d.,2008,p.183,n?415.
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? 議決権の剝奪が問題となる場合
１ 序
会社と社員または指揮者の利害が対立する場合がある。このような場合に，
利害関係を有する者が個人の利益を優先させるおそれがあるため，共通の利
益を保護することを目的として，法律上，いくつかの場合において利害関係
を有する社員は議決権を行使することができないとされている??。ここで問
題となるのは，法に明確な規定が置かれていない場合に，利害関係を有する
社員から議決権を奪うことができるかということである。以下において，特
に問題になると思われる社員の除名決議，株式の譲渡承認決議，被規制契約
（convention re?glemente?e）(利益相反取引)の承認決議の場合における社員の
議決権について検討する。
２ 社員の除名決議
⑴ 1999年２月９日破毀院判決後の状況
1999年２月９日破毀院判決が出されて以来，当該判決を SASにも適用す
べきかという点について，学説が対立していたことはすでに述べたところで
ある。当該判決の評釈の中には，SASには判決が適用されないとする見解が
ある。すなわち，社員の議決権について定める民法典1844条を SASにも適用
54 SASにおいて，利害関係を有する社員が議決権を行使することができない場合として
法定されているのは，以下のとおりである。
① 現物出資者および特別利益受益者は，自己のためにも受任者としても議決権を有し
ない（225-10条２項）。
② 増資の優先的引受権の排除の受益者である社員は，決議に参加することができない
（225-138条）。
③ 優先株式に転換される予定である株式の保有者は，種類株式の発行に関する決議に
参加することができない（228-15条２項）。
④ 期限の来た支払いがなされていない株式は，議決権が停止する（228-29条）。
⑤ 相互保有を制限する条件に適合したために譲渡すべき株式については，議決権を行
使することができない（233-30条２項）。
⑥ 自己支配株式（action d’autocontro?le）については，議決権を行使することができ
ない（233-31条）。
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しうる以上，確かに，すべての社員は合議による決議に参加し，投票する権
利を有しているが??，議決権と保有する資本の割合の比例の原則を定める
1966年法174条（商法典225-122条）は，SASに適用されないため（1966年法
262-１条２項（商法典227-１条３項）），定款は議決権について自由に調整す
ることができ，本質的（essentiel）ではない決議事項については，一部の社員
が決議に参加しないと定めることもできると主張する??。
SAS制度のある種の自治（autonomie）を根拠としたこのような見解は，
いくつかの要件に従って，定款により SASの社員から議決権を部分的に奪
うことは可能であると主張する者の賛同を集めた。議決権の剝奪を認める学
説には，議決権を永続的に奪うときは，剝奪は一部の決議事項のみに限られ，
また，すべての決議事項について議決権を奪う場合は，一定の期間に制限さ
れるとする見解??，議決権の剝奪は会社の利益に反してはならず，いくつかの
決議のみを対象とするべきであり，かつ，議決権を奪われる社員が剝奪に同
意する必要があるとする見解??がある。
一方，定款による議決権の剝奪を認めない学説も多い。SAS制度を創設し
た1994年１月３日法を解説した論文のなかで，議決権の剝奪についてすでに
慎重な態度を示したものがあり，各社員は少なくとも１個の議決権を付与さ
れるべきであり，これは最低限のことであると主張している??。また，1999年
２月９日破毀院判決後に公表された論文のなかには，議決権と資本の割合の
比例原則の不適用は議決権の剝奪をもたらすものではなく，単に議決権の重
55 Jean-Jacques Daigre,De?cisions collectives,Socie?te?par actions simplifie?e,1994,p.
45,n?78
56 Guyon,supra note n?34,p.724.もっとも，社員の除名は重要な決議事項であるため，
いずれにしても議決権を奪うことは認められないとされている（Jean Paillusseau, Le
 
nouvelle socie?te?par actions simplifie?e.Le big-bang du droit des socie?te?!,D.,1999,
p.340,n?46）。
57 Francis Lefebvre,Socie?te?s commerciales,2008,n?16040.この学説によっても，完全
かつ永続的（de?finitivement）に議決権を奪うことを，法律上の規定なくして行うことは
できないとする。
58 Anne Cherveriat et Alain Couret,Socie?te?par actions simplifie?e,3?e?d.,2001,p.198,
n?1828;Michel Storck,Les associe?s de la S.A.S.,LPA, 15 sep.2000,p.44.
59 Daigre,supra note n?55,p.45,n?79.
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みを小さくするだけであり，議決権の存在そのものは契約をもってしても揺
るがされるものではないと主張する見解??，さらに，社員が合議による決議に
参加できないとすれば，それは会社とはいえないと主張する見解もある??。
⑵ 2007年10月23日破毀院判決??
1999年２月９日破毀院判決は SASには適用されないとする見解も有力に
主張されるなかで，SASにおいて，定款により社員の議決権を奪うことがで
きるかという問題に対する破毀院の判断が示された。
事案の概要は，次のとおりである。３人の社員がいる SASにおいて，社員
の除名は合議により決議され，除名が検討されている社員は除名決議に参加
することができないと定款に定められていたところ（本件定款条項），１人の
多数派社員が本件定款条項の適用を受けて，除名を決議する場に招集される
ことなく除名された。そこで，当該多数派社員は，社員の合議による決議へ
の参加は絶対的な権利かつ公序であり，本件定款条項はすべての社員に認め
られた議決権を侵害するものであるとして，決議の無効を請求した??。
控訴院は次のように判示し，本件定款条項を有効とした??。すなわち，民法
典1844条１項の適用により，すべての社員は，合議による決議に参加し，投
票する権利を有するとしても（前述1999年２月９日破毀院判決を引用），この
原則は絶対的ではなく，明示または暗示の立法上の例外を認めることができ
るとし，この例外として，契約の自由を根拠とする227-９条および227-16条
を挙げている。控訴院は，また，SASにおいては財政的な権限（pouvoir
 
financier）と決定権限（pouvoir de?cisionnel）を切り離すことが可能である
ことも強調している。
破毀院判決が出るまでの間に，議決権に関する別の事案において??，破毀院
60 Castagne,supra note n?4,p.8,n?19.
61 Paillusseau,supra note n?56,p.340,n?45.
62 Cass.com.,23 oct.2007,Bull. civ., IV,n?225.
63 より詳細な事案の内容については，拙稿「フランス簡易株式組織会社（SAS）におけ
る株式譲渡に関する定款自治の拡大と限界?」『佐賀大学経済論集』42巻４号（2009年）
75頁を参照。
64 CA Douai,16 mars 2006.
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が，議決権を定款により調整することができることを示唆した可能性がある
という指摘がなされた??。すなわち，判決理由から，「定款上の」規定により
株主の議決権の行使を禁じることができることを破毀院が暗に認めたことが
読み取れ，1999年２月９日破毀院判決よりも大幅に前進したとして，2006年
９月19日破毀院判決を評価している。
しかしながら，破毀院は2006年３月16日控訴院判決を破毀し，SASにおい
ても，定款をもってしても社員から議決権を奪うことはできないことを明確
にした。破毀院がこのような結論を出すに際して根拠としたのは，民法典1844
条１項および商法典227-16条である。破毀院は，まず，1999年２月９日破毀
院判決と同様，民法典1844条の解釈を判決理由の中で繰り返している。すな
わち，すべての社員は合議による決議に参加し，投票する権利を有し，定款
は，法に定められた場合にのみ，この規定の適用を除外することができると
述べている。加えて，SASの社員の除名手続について定める227-16条は，
除名手続を社員の合議による決議に付す場合，除名を検討されている社員か
ら，決議に参加し，除名について投票する権利を奪うことは認めていないと
した。
本判決により，議決権の絶対的な性質を損なうような定款条項は無効とさ
れ，定款により社員の議決権を奪うことは不可能となった。
⑶ 除名社員の議決権
定款に定めることにより，除名を検討されている社員に，除名決議への参
加を認めないとすることができるか否かについては，学説上，従来から議論
されており，除名社員から議決権を奪うことはできないとする見解と??，議決
65 Cass.com.,19 sep.2006.
事案は，多数派株主が保有する発起人の持分を株式に転換（conversion）することな
どを目的とした非常株主総会の決議が，少数派株主の権利を侵害してなされたとして，
当該少数派株主が当該決議の無効を請求したものである。破毀院は，判決理由の中で，
「いかなる法律上，規則上（re?glementaire）または定款上の規定も，多数派であっても，
社員に…，株式に比例して，審議および投票に参加することを禁じていないことを?慮
して」，と述べている。
66 Dominique Schmidt,Rev. soc.,2007,p.545,n?8,note sous Cass.com.,19 sep.2006.
67 He?le?ne Azarian,La socie?te?par actions simplifie?e, 2?e?d.,2007,p.120,n?191.
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権の剝奪を認める見解??が対立していた。
法は，SASにおける社員の除名条項について，「定款が定める要件におい
て，当該定款は社員が株式を譲渡する義務を負う可能性があることを定める
ことができる」と規定しており（227-16条１項），除名条項の具体的な要件に
ついては定款に委ねている。すなわち，除名手続を決定するのは社員である。
したがって，227-16条１項からは，必ずしも2006年３月16日控訴院判決の破
毀という結論に至ることにはならないようにも思われる??。
除名決議は社員の合議による法定の決議事項（227-９条２項）ではないが，
本件のように除名を社員の合議により決定する旨を定款に定めた場合，
227-９条１項も検討する必要がある。227-９条１項は，「定款は，当該定款に
定める手続および要件に従って，社員により合議をもってなされる決議を定
める」と規定している。この227-９条１項からは，株式会社の株主総会に関
する細部にこだわった規定とは対照的に，SASにおける会社の機関および運
営上の広範な自由が認められる。すなわち，社員の合議による決議は，「定款
が定めた手続および要件に従って」行われる。したがって，社員の合議によ
る法定の決議事項については社員から議決権を奪うことは認められないが，
定款所定の決議事項については，社員が議決権について定款に自由に定める
ことができると解釈することも可能である??。もし，社員の議決権の剝奪を定
款に定めるとしても，定款にそのような定めを置く場合には，社員全員の合
意が必要であり（227-19条），社員は，除名条項に起因する義務の範囲と程度
を判断することが可能であるため，社員に特段不利益であるとまではいえな
いと思われる。
また，本件の定款条項は，契約の共通法によっても，SAS法によっても認
められている契約自由の原則に合致していると?えることもできる??。なぜ
なら，本件において除名社員の議決権を剝奪した目的は，社員の持株比率を
68 Charve?riat et Couret,supra note n?58,p.215,n?1936.除名を検討されている社員が
決議に参加しうるか否かを定款に明示すべきであると述べており，除名決議に参加でき
ない場合があることを想定しているようである。
69 D., 2007,p.2727,obs.A.Leinhard.
70 JCP E, 2007,2433,note A.Viandier;JCP 2007,II,10197,p.41,note D.Bureau.
71 LPA, 22 janv.2008,p.17,note A.Albortchine.
― ―112
佐賀大学経済論集 第43巻第６号
?慮して，多数派社員が決して除名されないこと，または多数派社員のみで
少数派社員を除名することを阻止することである??。そして，全社員が，この
ような目的を有する除名条項を含む定款をまったく任意に，かつ事情を理解
したうえで承認している。
控訴院も判決理由のなかで社員の意思を強調している。すなわち，SASの
特徴である契約の自由を根拠として，除名を検討されている社員を除名決議
に参加させないことを妨げるものは何もないとし，本件においては定款への
署名時に全社員が除名条項に同意し，よって多数派社員も定款を承認したこ
とで，除名条項の適用を受けることを容認したことになる。したがって，契
約当事者の意思に合致しているといえ，本件定款条項は有効であるとした。
また，議決権の剝奪は除名決議の場合のみに限定されていたことも，本件定
款条項を有効とした一因であると思われる。
しかしながら，破毀院は，契約の自由を特徴とする SASもすべての会社に
適用される公序の適用を免れることはできないことを明確にした??。契約の
自由といえども，その自由は絶対ではないということである。SASにおいて
さえ，定款をもってしても社員の議決権を奪うことはできず，多数派社員の
支配を免れることは困難となる??。
72 多数派社員のみで少数派社員を除名することを阻止するために多数派社員の議決権を
奪うことを認めるとすれば，除名事由が少しでももっともであれば，多数派社員が少数
派社員の意のままになるおそれがあると批判する見解がある（Azarian, supra note n?
67,p.120,n?191）。
73 Paul Le Cannu et Bruno Dondero,Droit des socie?te?s, 3?e?d.,2009,p.684,n?1001.
74 多数派社員の行為が会社の目的に反する，または会社の利益を害している場合，除名
決議の否決を多数決の濫用とみなしうると主張されている（RJDA,janv.2008,p.4,n?6,
comm.J.-P.Dom;Defre?nois, 2008,p.678,note D.Gibirila;JCP E, 2008,p.32 obs.J.
Caussain,F.Deboissy et G.Wicker）。
SASにおいても，議決権を無制限の特権とみなすことはできないとされている。した
がって，他の形態の会社と同様，多数派社員が権限を濫用した場合には，当該社員の責
任を追及することができる。SASにおいても，多数派社員の権限の濫用には，少数派社
員を犠牲にして多数派社員の利益を図ることを目的とする場合と，会社の利害と対立す
る場合がある。平等は絶対的ではなく，拒否権が社員に付与されているなどの事情を勘
案する必要があるが（Pe?rin,supra note n?53,p.194,n?425），定款をもってしても，社
員は濫用的な行為に対する責任を免除されることはないとされている（Francis
 
Lefebvre,supra note n?49,p.251,n?1834）。
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破毀院は，本件定款条項の適法性を認めない根拠として，民法典1844条１
項と商法典227-16条を挙げている??。破毀院が民法典1844条を根拠としたの
は，1999年２月９日破毀院判決に沿ったものである。これらの条文に加えて，
控訴院が本件定款条項を有効と判断した際に理由とした，SASは財政的権限
と決定権減の分離を基礎としているという事実も，227-９条１項も，社員か
ら除名決議に参加する権利を奪うことは認めていない??。したがって，社員の
除名条項を定款に定めた場合，契約の自由を根拠として，利害関係がある社
員にとって重大な手続を無制約に認めることはできない。
本判決は，SASにおける定款上の契約の自由に制限を課すものであると捉
えられている??。したがって，定款条項が公序または社員の本質的な権利を侵
害するおそれがある限り，会社の保護に必要であると思われる場合，たとえ
ば控訴院が述べたように会社と社員との間に利害の対立がある場合であって
も??，SASに認められた契約の自由を根拠として，会社契約（contrat  de
 
socie?te?）に会社を保護する規定を自由に定めることはできない??。
もっとも，除名決議は，社員の合議による法定の決議事項（227-16条２項）
ではないため，社員の合議によらずして行うことも可能であり，その場合に
75 破毀院が民法典1844条１項を SASに適用したことを批判する見解がある。すなわち，
227-１条３項により，議決権と保有する資本の割合の比例の原則を定める225-122条?は
SASに適用されない。225-122条?は民法典1844条１項に定められた基本原則の株式会
社法への写し（transcription）にすぎず，両者は同じ公序の特徴を有しており，どちら
も同じ根拠（justification）および同じ効力（force）を有している。にもかかわらず，
SASに225-122条?の適用を除外する一方で，民法典1844条１項の適用を維持すること
は受け入れがたいと主張している（Dr. socie?te?s, 2007,p.29,note H.Hovasse）。
76 Albortchine,supra note n?71,p.19
77 Defre?nois, 2008,p.1483,note B.Thullier;Dom,supra note n?74,p.3.
78 RTD com., 2007, p.793, obs.P.Le Cannu et B.Dondero;Caussain,Deboissy et
 
Wicker,supra note n?74,p.32.
79 多数派社員は社員の共通の利益のために議決権を行使すべきであり，会社および他の
社員の正当な利益を害する個人的な目的のために議決権を行使した場合には，多数派社
員の議決権を剝奪すべきであると主張する見解がある。この見解によれば，利害が対立
している状況において，社員の議決権の剝奪を認める規定を持たないフランス会社法は，
完成の域に達していないとする（Bull. Joly, 2008,p.102,note D.Schmidt）。
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は議決権の問題はそもそも生じないことになる。というのも，除名社員に議
決権の行使が認められるのは，除名決議の性質からではなく，社員の合議に
より決定するという手続上の理由からである。すなわち，除名条項は，それ
自体で，当事者に自己の除名について意見を表明する（se prononcer）こと
を認めているのではなく，当事者の意見を聞く（entendre）ことを義務づけ
る反論の機会および防御権の遵守を条件としているのであり，除名を検討さ
れている社員が除名決議に参加することは前提ではないとされている??。除
名を検討されている社員が除名決議に参加し，投票する権利を奪われること
がないのは，あくまで，定款により除名手続を社員の合議による決議に付し
た場合である。
確かに，除名決議は，定款に定められた要件において（227-16条１項），社
員の合議以外の方法で決定することもできる??。しかし，その場合には，議決
権の問題も生じないが，除名を検討されている社員は除名決議に関与するこ
とができないという点で，社員の合議による決議を行い，その際に除名社員
の議決権を剝奪した場合と同じ結論に至ることになる。これでは論理に矛盾
が生じているのではないかと批判する見解がある??。また，社員の合議以外の
方法により除名を決定する場合は，除名を検討されている社員から防衛権を
行使する機会を奪うことになるため，たとえ議決権を剝奪されるとしても，
社員の合議により除名を決定することで，防衛権を行使する機会がもたらさ
れれば，その方が除名社員にとって有益であるとする??。
本判決において判示された内容から，破毀院が議決権をどこまで保護すべ
きであると?えているか明らかとなった。すなわち，すべての社員は議決権
80 RJDA, janv.2008,p.11,rapp.B.Petit.
81 社員の除名を決議する機関として，社長，業務執行役員，取締役会または監査委員会
などの合議制の指揮機関，専門の委員会などが?えられる。
82 Viandier,supra note n?70;Bureau,supra note n?70,p.41;Hovasse,supra note n?75,
n?219,p.29
83 Viandier, supra note n?70.このような批判に対して，合議機関により除名を決議す
る際，除名社員が属する社員グループの賛成票を得なければならないと定款に定めるこ
とにより，除名社員の防御権の問題は解決することができると反論する見解がある
（Kaddouch,supra note n?51,p.24,n?23）。
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を有しており，議決権の剝奪が法律上認められていない場合には，定款に定
めることにより，社員から議決権を奪うことはできない。このことは，本件
において問題となった除名決議に限らず，社員の合議によりなされるあらゆ
る決議事項に適用されるとされている??。
最後に，定款外の契約，すなわち議決権拘束契約（conventions de vote）
により社員の議決権を奪うことができるかという問題について検討する。
社員の合議による決議が定款所定の要件により行われる SASにおいて，
議決権拘束契約の利用は限られているとする見解もあるが??，SASにおける
契約の自由と人的要素の重視にかんがみて，議決権拘束契約の有用性は今な
お認められている??。
議決権拘束契約により，すべてまたは一部の社員は，一定の方針にしたがっ
て投票すること，または決議に参加しないという義務を負う。議決権拘束契
約は，社員の合議によりなされるすべての決議事項を対象とすることができ
る。たとえば，指揮者の選任，新たな社員の入社の承認，投資の方針，利益
の分配に関する決議である。
議決権拘束契約が民法典1844条１項に適合しているかぎり，社員はあらゆ
る議決権拘束契約を締結することができるとされている。というのも，SAS
においては，議決権の行使に関して利益の供与を禁止する242-９条３号が適
用されないからである（SASに適用される条文を列挙する244-１条に242-９
84 Pe?rin,supra note n?53,p.213,n?452.本判決は，SAS以外の会社，経済的利益団体お
よび組合（association）にも適用されるとする見解がある（Dom, supra note n?74, p.
3）
85 Yves Guyon,Les socie?te?s:Ame?nagements statutaires et conventions entre associe?s,
5?e?d.,1993,p.416,n?287;Azarian,supra note n?67,p.101,n?161.
株式会社における議決権拘束契約の利用目的とは異なり，SASにおいては，議決権拘
束契約は票をとりまとめるという現実的な利益のために利用される（Pe?rin,supra note
 
n?53,p.217,n?456）。
なお，議決権拘束契約は定款外の契約であるため，内容の秘密性という利点も有する。
86 Michel Jeantin, Constitution de la socie?te? par actions simplifie?e, socie?te? par
 
actions simplifie?e,1994,p.20,n?27;Paul Le Cannu,Direction et contro?le de la socie?te?s
 
par actions simplifie?e,Socie?te?s par actions simplifie?e, 1994,p.32,n?51.
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条は含まれていない）。したがって，議決権の行使に関して，財産上または他
の利益を付与することも認められる??。
もっとも，議決権拘束契約は，一般法の適用を免れないため，契約期間は
一時的であり，かつ，会社の利益に合致していなければならないとされてい
る??。したがって，会社の利益に反する場合，議決権拘束契約は，多数派また
は少数派社員の権利の濫用があったとして，制裁を受けるおそれがある??。
結局，議決権拘束契約も一般法の適用を受けるため，定款外の議決権拘束
契約をもって，社員から議決権を完全に奪うことはできない??。
３ 株式の譲渡承認決議
SASにおいて，株式の譲渡承認条項を定款に定めることができる（227-17
条)??。譲渡承認請求の手続についてはなんら法定されておらず，定款に自由
に定めることができるため，譲渡の承認を社員の合議により決議することも
可能である。この場合，社員である譲渡人がこの決議に参加することができ
ないと定款に定めることができるか問題となる。
破毀院は，株式会社に関する事案において，必要がある場合には，利害関
係のある株主に投票することを認めている??。したがって，譲渡承認の決議の
際に，譲渡人の議決権を奪うことはできない。立法者は，社員が議決権を剝
奪される場合を厳格に規定しており，承認決議はその対象となっていないか
らである??。
SASについても，2007年10月23日判決を根拠として，定款をもってして
87 Azarian,supra note n?67,p.100,n?161
88 Yves Chaput, Application des re?gles de la SA a? la SAS, socie?te? par actions
 
simplifie?e, 1994,p.99,n?186
89 Francis Lefebvre,supra note n?49,p.250,n?1829
90 Dom,supra note n?74,p.3.
91 SASにおける株式の譲渡承認条項については，拙稿，前掲論文（注63）67頁を参照。
92 Cass.com.,24 fe?vr.1975,Rev. soc., 1976,p.92,note B.Oppetit.
93 被規制契約に対する株主総会による承認の際，利害関係のある株主は議決権を行使す
ることはできないとする規定はあるが（225-40条），この規定をもって，個人的利益が問
題となる決議に参加することを株主に禁じることを普遍化することはできないとされて
いる（Petit,supra note n?80,p.10）。
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も，社員である譲渡人の議決権を奪うことはできないとされている??。しか
し，社員である譲渡人が議決権を保持することにより，様々な問題が生じる
と指摘する見解がある??。
４ 被規制契約（convention re?glemente?e）の承認決議
1999年２月９日破毀院判決の事案と同様，規制を受ける契約，すなわち利
益相反取引の承認決議に関して，社員の議決権が問題となる。
株式会社と同様，SASにおいても，会社と，①社長，②指揮者の１人，③
10％を超えて議決権を有する社員，④社員が会社である（socie?te?actionnair-
e??）場合に，当該会社（社員）を233-３条の意味において支配する会社との
間の，直接または人を介してなされた契約に関する規定がある。すなわち，
会計監査役，または会計監査役が選任されていない場合には社長が，契約に
関する報告書を社員に提出しなければならない（227-10条１項）。社員は，会
計監査役または社長の報告書にもとづいて，定款所定の手続に従って決議す
るが（同条２項)??，この決議は社員の合議により行われるとされている??。そ
こで，利害関係を有する指揮者（社長を含む）が社員である場合，当該社員
94 Francis Lefebvre,supra note n?49,p.287,n?2038
95 Kaddouch,supra note n?51,p.24,n?24.１つめの問題は，譲渡人が譲渡に不利な意見
を表明することが可能であるかというものである。この問題について，投票の自由の原
則にかんがみて，肯定的な回答がなされる可能性は否定できない。議決権は共通の利益
に従って誠実に行使すべきである以上，各社員は自由に投票することができなければな
らないからである。２つめは，譲渡人の意思表示がなんらない場合，譲渡人は承認に賛
成しているとみなされうるかという問題である。
96 法律上，「株主」という文言が使われているが，これは SAS法において通常使われる
「社員」とすべきである。227-10条は，株式会社法の規定を若干修正したうえで SAS法
に取り入れた規定であるため，立法者の不注意であろう（Pe?rin,supra note n?53,p.320,
n?634）。
97 たいていの場合，この決議は，社員が年次計算書類について決議をなすときに同時に
行われる（Francis Lefebvre,supra note n?49,p.207,n?1370;Pe?rin,supra note n?53,p.
325,n?641;Azarian,supra note n?67,p.177,n?253）。
98 Francis Lefebvre, supra note n?49, p.175, n?1215.したがって，以下の議論は一人
SASにはあてはまらない。
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に決議への参加を禁止することを定款に定めることができるかという問題が
生じる。株式会社の場合，利害関係者は被規制契約の承認決議に参加するこ
とはできないこと，また，その者の株式は定足数および多数決に算入されな
いことが法定されているが（225-40条４項），SASにおいては，法律上，この
ような規定が置かれていないからである。
SASにおいても利害関係者は議決権を行使することはできないとする見
解もみられたが??，定款による社員の議決権の剝奪の不可能性はあらゆる決
議事項に適用されるとされている。したがって，227-10条２項所定の決議を
行う際も，すべての社員が決議に参加できなければならない。ただし，決議
の要件は自由に定款に定めることができるため，社員の除名決議の場合と同
様に，社員の議決権を調整することは可能である???。
? おわりに
フランスにおいて，近年，定款により社員の議決権を剝奪することができ
るかどうかについて，判例の立場は揺れていた。株式の用益権者と虚有権者
の存在も大きく影響しており，民法典1844条１項の文言に従って，「議決権」
ではなく，「合議による決議に参加する権利」のみを社員の本質的な権利であ
るとみなす判例もたびたび出されている。結局，「合議による決議に参加する
権利」と「投票する権利」を合わせて「議決権」であるとしたうえで，株式
に用益権が設定されている場合は，虚有権者から「合議による決議に参加す
る権利」を剝奪することはできないとされた。
契約の自由を特徴とする SASにおいても，民法典1844条１項の公序を免
れることはできず，定款をもってしても，社員の議決権を剝奪することはで
きないとされた。SASにおいて社員の議決権が問題になったのは，除名条項
が定款に定められていた場合である。除名社員が決議に参加することができ
99 Pierre-Louis Pe?rin,La socie?te?s par actions simplifie?e, l’organisation des pouvoirs,
2000,p.157.
?? Francis Lefebvre,supra note n?49,p.175,n?1215;Pe?rin,supra note n?53,p.325,n?
641.
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るか否かが裁判上争われたが，破毀院により公序が優先することが明らかに
された。ただ，契約の自由を特徴とする SASにおいても公序が優先すること
が明らかになった今もなお，議決権が本質的な特権であるか否かを検討する
学説が見られる???。
会社と社員の間に利害の対立があることのみをもって，議決権を剝奪する
ことが認められないことはすでに議論されてきた問題である。しかし，社員
の議決権が問題になる被規制契約の場合，株式会社においては，1966年法101
条（商法典225-38条）の立法理由の根底にある，人は裁く者（juge）でありま
た裁かれる者（partie）であることはできないという原則は，民法典1844条の
公序に対抗しうるとする立法趣旨からすると???，SASにおいて，225-38条に
該当する規定の不存在はかえって当事者に不利益ではないかと思われる。
わが国においても，従前，議決権は固有権であるとされてきたが，議決権
制限株式の発行が認められている現在，議決権が固有権か否かという問題に
ついてあまり言及されなくなっているようである???。もっとも，社員の議決
権がいかなる性質を有するか，引続き検討すべき課題であると?えられる。
本論文は，科研費（22730088）の助成を受けたものである。
?? Anne-Vale?rie Le Fur,《Concilier l’inconciliable》:re?flexions sur le droit de vote de
 
l’actionnaire,D.,2008,p.2015.著者は，社員の資格ではなく，証券の本質を重視して議
決権の剝奪の制限について検討する。
?? Dom,supra note n?33,p.277.
?? 会社は議決権なき株式を発行することを妨げないが，議決権附の株式の議決権はなお
奪うことは許されない権利であるとされている（大隅健一郎・今井宏『会社法論 上巻』
（第３版）347頁）。
― ―120
佐賀大学経済論集 第43巻第６号
